

























































　（5）SEC改正条項（Security Exchange Act 
of 1934の第15E条）と細則改正（SEC 































































関：Nationally Recognized Statistics Rating 
Organization）制度の導入、2006年９月に「信
用 格 付 会 社 改 革 法：Credit Rating Agency 
Reform Act of 2006」が成立し格付機関を増
やし競争を促進すること図った。2010年７月












　 欧 州 証 券 規 制 当 局 委 員 会（CESR: The 




















事 業 ）. IORPs（Institutions for Occupational 
Retirement Provision）. AIFMs（Alternative 







































受 けCESRは 欧 州 証 券 市 場 局（ESMA：



































































































































































































































































































































































































































































































































表 し て い る（Commission adopts new proposals 









６）Proposal for a Regulation of the European 
parliament and of the council Amending 










の詳細は、CRA Ⅲ Regulation enters into force as 
from 21 June 2013, European Union July 31 2013.
とCRA3 -new requ i rement  a f fec t  i s suers , 
originators and sponsors as well as rating agencies 


























































































10）CRA Ⅲ Regulation enters into force as from 21 
June 2013, European Union July 31 2013.
11）内閣府令により「信用格付業」から除外される
行為としては、プライベートトレーデングなどが
ある（定義府令25条：「金融商品取引法第２条に
規定する定義に関する内閣府令」以下、定義府令
と称す、有吉尚哉稿　同署178頁）。
12）ここでいう「金融商品」とは次の掲げるものを
いう（金商法２条24項）。１号有価証券、２号預金
契約に基づく債権その他の権利又は当該権利を表
示する証券もしくは証書であって政令で定めるも
の（前号を除く）、３号通貨、４号前３号に掲げる
もののほか、同一の種類のものが多数存在し、価
格の変動が著しい資産であって、当該資産に係る
デリバテブ取引（デリバテブ取引に類似する取引
を含む。）について投資者の保護を確保すること
が必要と認められるものとして政令で定めるもの
（商品先物取引法２条１項に掲げるものを除く。）、
５号第１号もしくは２号に掲げるもの又は前号に
掲げるもののうち内閣府令で定めるものについて、
金融商品取引所が、市場デリバテブ取引を円滑化
するため、利率、償還期限その他の条件を標準化
して設定した標準物、である。
13）法人に類する内閣府令として①法人でない団体、
②事業を行う個人、③法人又は個人の集合体、④
信託財産（定義府令24条１項）。
